
 東京都 東京都総合戦略 組 地方創生を支え 税務
人 を育成 い 東京都総合戦略 P47  

 都税 法人課税 資産評価 滞納整理 各部門 全国自治体 税務職員
を６ 程度 1 け入 東京 け 多種多様 調査等 実務を経験

活 実務スキル を共 も 豊富 知識 経験を持 都職員
を講師 全国へ 派遣を実施 いく 組  

 ＩＴを活用 税務実務 ットワ クを構築 税務 ウ ウ 向上を
図 全国 税務職員 税務 人 成長 全国自治体
地方税収 確保 寄与 い  

 税務の達人 の特徴 

(1)東京都主税局 税務現場 い 実際 法人調査 家屋評価 滞納整  

理 実務 従事 い  

(2)派遣期間中 実務 ほ 実務研修やセミナ も参加 い け   

(3)都 派遣職員 派遣職員同士 Face to Face 強固 人間関   

(4)地元 自治体 要望 応 都職員を派遣 そ 後も   

税務スキル 向上を目指 い  

ットワ クを構築 情報共 を 進 全国自治体  

フォロ い  

 受入れ部門・対象者 

(1)法人課税部門 外形法人課税等 ＜ 府県 実務経験1 以上 職員＞  

(2)資産評価部門 家屋評価    ＜ 府県及び市町村 実務経験1 以上 職員＞  

(3)滞納整理部門 困難事案    ＜ 府県及び市町村 職員＞  

 プログラム内容 

別紙  

 期  間 ６ 程度 １  

第1期 成28  4 成28 9  

第2期 成28 10 成29 3  

  

＜問合せ先＞ 

主税局 総務部 総務課 

直通：03-5388-2918 

成 ８ 月 ５日
主    税    局 

地方創生を支える 税務の達人 の育成を実施します  

※法人課税部門 資産評価部門 都税事務所 滞納整理部門 主税局徴収部 



別紙  

税務の達人 における受入プログラム 

法人課税部門  

○ 実地調査同行 

 多様 調査 例 トッ を背景 自 案を担当 同行調査を経験 こ  

業態 応 た調査時 チ ッ イントを身 着け  

類似 例 含 た理論 現実 比較考 適 実践的 判断基準を養う  

複雑 制度 対 相手 理解を得 た 説明 工夫を現場 体験  

 ○ 都職員向け 実施し いる実務研修の受講も可能 

  外形標準課税や自主決定法人 基礎 応用科研修 直近 税制改正 対応  

  法人税法 会社法等 関連 研修 

  組織再編税制や外国税 控除等 法人課税 務全体 知識習得 

 

資産評価部門  

○ 大規模家屋の評価 

多様 大規模家屋 評価を経験 こ 専門知識 技術を習得 幅広い視 を持 職

務を遂行  

固定資産 家屋 評価基準 関 専門知識を習得 実務上発生 諸問 を共 解決 こ

判断力を養う  

現場 経験豊富 ベテラン職員 指導 助言 高度 知識 技術を習得  

○ 都職員向け 実施し いる実務研修の受講も可能 

家屋評価法令 固定資産 家屋 評価基準 家屋評価 建築資材 区 所有家屋補正計算  

非木造家屋評価 明確 不明確  

 

滞納整理部門  

○ 真 整理困難 滞納事案処理 

研修生自 高 案を複数担当 処理 こ 高 案 交渉術を含 た完結

を身 け     

○ 国税徴収法 基 く捜索 強制調査 技法の習得 

数々 都 捜索 参加 捜索 関 技法を吸収 こ 研修生自 捜索を計画 実施

う  

○ 納税義務の拡張を中心 した調査事務の遂行 

第 次納税義務や連帯納税義務 追及 都独自 調査手法を学ぶこ  

○ 差押財産の最終手法 ある公売事務の遂行 

全国初 取組 あ インタ ット公売を 都 行う先駆的 公売を体験  

○ 都職員向け 実施し いる実務研修の受講も可能 

納税交渉 プ イン 不動産公売 進行管理 メント 債権差押  


